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1. はじめに 

 

鉄道では，2018年大阪府北部地震や2021年，2022

年の福島県沖の地震等において，構造物の被害状況

の把握やその後の復旧作業等に時間を要し，地震後

の早期運転再開の観点で課題が浮き彫りになった1)．

このため，構造物の地震後の復旧性という観点での

各種性能評価は，今後ますます重要になってくると

考えられる．鉄道構造物の復旧性について，「鉄道

構造物等設計標準・同解説 耐震設計」（以下，耐

震標準2)）においては，「妥当な経費の範囲内であ

ることを前提に，構造物を短期間で機能回復できる

状態に保つこと」と定義されている．復旧性照査の

方法として，耐震標準では，復旧期間や経費等が供

用期間を通じて妥当な範囲内となることを，構造物

の初期建設コストと損傷時に機能回復に至るまでの

費用と損失を算定し，それらの和をとったトータル

コストを照査指標として照査する方法が提案され，

橋脚を対象とした評価も実施されている3)． 

構造物の復旧性を議論する際には，上述したコス

トという観点に加えて，機能回復までに要する期間

も重要な指標となると考えられる．しかしながら，

既往の復旧日数に関する検討例えば4), 5)では，限られた

事例に基づいて整理されているものがほとんどであ

る．この場合，参照する事例によって復旧日数の評

価結果が大きく変動する可能性があるが，複数の地

震，構造形式，損傷程度を対象として，各構造物の

機能回復に要する日数を統一的に整理した事例は，

著者らによる調査の限り存在しなかった．構造物の

機能回復に要する日数をきめ細く整理できれば，復

旧日数という観点での地震時復旧性の評価も可能と

なると考えられる．それとともに，例えば構造物や

鉄道の復旧日数を指標とした事業継続性の議論等に

も活用できる可能性がある． 

そこで本稿では，様々な鉄道構造物や損傷程度を

対象として，復旧日数の統一的な評価を行う．この

時には，まず過去地震の復旧事例を網羅的に調査す

ることで，鉄道構造物の構造種別，損傷レベルに応

じた地震後の復旧日数を評価する．しかしながら，

被害事例だけでは整理できる情報に限りがあるため，

復旧作業に必要な工種と作業日数を積算することで

一般的な鉄道構造物を対象として，損傷レベルごと

の復旧日数を統一的に評価する．最後に，積算に基

づく復旧日数と，過去の地震被害に基づく復旧日数

を比較することで，積算による復旧日数評価の妥当

性を確認するとともに，これにより得られる知見に

ついて考察を行う． 

 

2. 過去の復旧事例に基づく復旧日数の評価 

 

(1) 評価条件 

本章では，過去の地震における復旧情報を整理す

ることで，構造種別，損傷レベルに応じた復旧日数

を体系的に評価した．具体的には，学協会の定期刊

行誌，論文集，各事業者の地震復旧記録誌等をはじ

めとする各種文献を網羅的に調査することで，復旧

に要した日数を可能な限り収集した．この時には，

一般的な構造物条件，復旧条件における復旧日数を

整理することとし，特殊な条件下での事例は対象か

ら除外した．また，復旧日数の考え方としては，地

震発生から応急復旧が完了するまでの期間とした．

この応急復旧の状態とは，構造物本体の機能はほぼ
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回復しているものの，付帯工事や撤去といった工種

が残され，徐行での運転再開が可能な状態とした． 

調査対象とする構造種別は，一般的な鉄道構造物

に用いられているものを想定し，RC橋脚，ラーメ

ン高架橋，橋台，擁壁，開削トンネル，シールドト

ンネル，山岳トンネル，盛土とした． 

損傷レベルについては，耐震標準2)では表-1のよ

うに定義されている．本検討における損傷レベルも，

これに準拠して設定した．  

以上の方針に従って復旧事例を調査し，それに基

づいて復旧日数を評価した結果を次節に示す． 

 

(2) 評価結果 

文献を調査した結果，復旧日数も含めた復旧事例

に関する情報が得られた文献は8編あった．これを

被害地震ごとに示すと，以下の通りとなる． 

① 1995年兵庫県南部地震 

・よみがえる鉄路6) 

・阪神・淡路大震災 鉄道復旧記録誌7) 

② 2003年十勝沖地震 

・日本鉄道施設協会誌「平成15年十勝沖地震による

鉄道の被害と復旧」8) 

③ 2004年新潟県中越地震 

・新潟県中越地震 災害復旧記録誌9) 

・JR東日本 Structural Engneering Data 第24号10) 

④ 2007年新潟県中越沖地震 

・JR東日本 新潟県中越沖地震 震災対応記録誌11) 

⑤ 2011年東北地方太平洋沖地震 

・コンクリート工学年次論文集「東北地方太平洋沖

地震におけるＲＣラーメン高架橋柱の損傷度と復

旧性に関する分析」12) 

・JR東日本 Structural Engineering Data 第44号13) 

以上の文献に記載の復旧事例を整理した結果，構

造種別に関しては，RC橋脚，ラーメン高架橋，橋

台，擁壁，開削トンネル，山岳トンネル，盛土の復

旧事例が得られた．ただし各構造種別に対して全て

の損傷レベルに対応した復旧事例は得られておらず，

例えば開削トンネル等では中柱のせん断破壊に伴う

損傷レベル4の事例のみが存在した．これらの事例

について，損傷レベルに応じて復旧日数を整理した

結果を表-2に示す．表中では，RC橋脚，ラーメン

高架橋については曲げ破壊となる事例を中心に整理

している．一部にせん断破壊の事例が存在したため，

表中では「*」を付して区別している． 

表-2より，当然ながら各構造種別共に損傷レベル

が大きくなると復旧日数も長くなる傾向が確認でき

表-1 耐震標準における損傷レベルの定義 2) 

損傷レベル 損傷程度 

1 無損傷 
2 場合によっては補修が必要な損傷 
3 補修が必要な損傷 
4 補修が必要な損傷で，場合によっては部材の取替えが必要な損傷 

 

表-2 事例に基づく各構造種別の復旧日数の評価結果（単位：日）※「－」は事例なし，「*」はせん断破壊の事例 

(a) RC 橋脚，ラーメン高架橋，橋台，擁壁 

損傷 
レベル 

RC 橋脚 ラーメン高架橋 橋台 擁壁 
事例

数 
平均 

標準

偏差 
事例

数 
平均 

標準

偏差 
事例

数 
平均 

標準

偏差 
事例

数 
平均 

標準

偏差 

1 1 1 － 3 2 1 － － － － － － 
2 3 10 2 36 7 4 5 13 5 － － － 
3 4 20 8 8 23 14 1 28 － 3 43 26 
4 1* 221* － 9* 137* 40* － － － 3 99 36 

(b) 開削トンネル，山岳トンネル，盛土 

損傷 
レベル 

開削トンネル 山岳トンネル 盛土 
事例

数 
平均 

標準

偏差 
事例

数 
平均 

標準

偏差 
事例

数 
平均 

標準

偏差 

1 － － － 1 3 － － － － 
2 － － － 8 28 9 1 1 － 
3 － － － 5 44 15 6 13 5 
4 2* 141* 68* 3 76 57 － － － 
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る．また，損傷レベル1～3については，RC橋脚，

ラーメン高架橋と比較して，橋台，擁壁の復旧日数

が長くなっている．この理由として，橋台，擁壁の

復旧では構造本体と背面盛土の両方を補修している

が，RC橋脚，ラーメン高架橋は構造本体のみを補

修しており，補修範囲の違いが復旧日数に影響して

いるものと推察される．なお，RC橋脚，ラーメン

高架橋の損傷レベル4については，橋台，擁壁より

も復旧日数が長くなっている．このRC橋脚，ラー

メン高架橋の損傷レベル4の事例は全てせん断破壊

による損傷であり，ほぼ全面的な作り替えを行って

いるために復旧までに時間を要したものと考えられ

る． 

なお前述したように，文献調査では対象とした全

ての構造種別，損傷レベルの復旧日数を含む情報は

得られなかった．そのため，この結果を補完するた

めに，既往の復旧日数の評価事例14)を参考に損傷部

位や損傷形態を想定するとともに，この損傷を補修

するために要する人工や所要日数を積算して，復旧

日数を算出することとした．これについて3章に示

す． 

 

3. 工種の積算に基づく復旧日数の評価 

 

(1) 評価条件 

工種の積算に基づく復旧日数の評価に際して，設

計基準類例えば2)を参考にしながら構造種別，損傷部

位，損傷形態ごとの損傷状態と復旧工種を設定する．

このとき，復旧作業は複数人で構成される班単位で

進められるものとし，各工種について作業効率や作

業量を勘案して現実的かつ適切だと考えられる班数

を設定した．また，各工種に必要な工事数量と，そ

の工事数量を施工するために必要な延べ人工である

所要総人工（班）を整理した．そして，所要総人工

を投入班数で除すことで，各工種の所要日数を算出

した．最後に，復旧工種ごとに必要な所要日数を全

工種について足し合わせて全体の復旧日数を評価し

た．  

このときの復旧日数や損傷レベルの定義は全て2

章と同様とした． 

7.4
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(a) RC 橋脚 (b) 1 層式ラーメン (c) 2 層式ラーメン (d) 開削トンネル (e) 橋台 

4.5

2.0

3.0 11.8

  

20.0

8.7

 

20.0

9.6

 

6.0

4.0

22.0

 

(f) 擁壁 (g) シールドトンネル (h) 山岳トンネル (i) 盛土 

図-1 各構造種別の寸法（単位：m） 

表-3 想定する構造種別，損傷部位，損傷形態 

構造種別 損傷部位 損傷形態 

RC 橋脚 
柱 

曲げ破壊 

基礎 
1 層式 

ラーメン高架橋 
柱 
基礎 

2 層式 
ラーメン高架橋 

柱，中層梁 

橋台 く体 
擁壁 く体 

開削トンネル 中間柱 
シールドトンネル セグメント 

欠損 
山岳トンネル 覆工 

盛土 盛土本体 残留変形 
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対象とする構造種別についても2章と同様とした

（図-1）．ここで，詳細数量を算定するためには各

構造種別の寸法等が必要になるが，今回は一般的な

鉄道構造物を想定し，図-1のような形状を設定した．

次に各構造種別については，各種設計基準類例えば2)

に基づき表-3に示す損傷部位と損傷形態を想定した．

また，構造物の周辺環境は十分な作業スペースがあ

り，側道から資機材の搬入が可能な条件を想定した． 

以上の方針に従って，工種の積算に基づいて復旧

日数を評価した結果を次節に示す． 

 

(2) 評価結果 

対象とする構造種別，損傷部位，損傷形態，損傷

レベルにおいて，復旧に必要な工種を整理して復旧

日数を算定した．その例として，ラーメン高架橋

（柱損傷）の損傷レベル3の場合について，復旧に

必要な工種とそれに要する日数を積算した結果を表

-4に示す．ここで表-4においては，明確に工事数量

が確定できない一部の工種については，過去の復旧

事例などから経験的に所要日数を推定した． 

表-4からは，工種ごとに所要総人工や所要日数に

違いがあることが確認できる．まず，地震発生後に

点検を実施する必要があるが，これは過去の事例を

もとに所要日数を1日とした．これは他の構造種別，

損傷レベルを対象とした場合にも同様の日数を設定

している．続いて，表-1を参考に損傷レベル1の場

合は点検のみで復旧とするが，損傷レベル2以上の

場合は資材手配に1日を要するものとした．これ以

降に，各構造種別，損傷レベルの復旧に必要となる

工種と所要日数を整理した． 

上記のような各工種の所要日数の積算を各構造種

別，損傷部位，損傷形態，損傷レベルについて実施

することで整理した最終的な復旧日数を表-5に示す． 

本表より，2章の事例に基づいて整理した復旧日

数と同様に，多くの構造種別について損傷レベルが

大きくなるにつれて復旧日数が長くなる傾向が確認

できる．また，同一の損傷レベルに着目した場合，

構造種別によって復旧日数が異なることも確認でき

る．例えば，1層式ラーメン（柱損傷）と2層式ラー

メン（柱，中層梁損傷）を比較すると，2層式ラー

表-4 各工種の積算による復旧日数の算定（ラーメン高架橋，柱損傷，損傷レベル 3 の場合） 

必要工種 投入班数(班/日) 工事数量 所要総人工(班)※1 所要日数(日) 

点検※2 － － － 1.0 
資材手配※2 － － － 1.0 
ベント設置 2 24 基 11.6 5.8 
足場設置 4 800 掛 m2 5.2 1.3 

はつり（かぶり部分） 4 50m3 2.4 0.6 
はつり（柱コア部分） 4 17m3 8.4 2.1 

ジャッキアップ※2 － － － 2.0 
鉄筋修正 4 10.2t 10.8 2.7 
型枠工 2 138m2 1.2 0.6 

コンクリート打設 1 28m3 1.0 1.0 
グラウト注入 1 867L 1.2 1.2 

養生※2 － － － 3.0 

復旧日数（合計） 22.4 

※1 24 時間施工とした場合の 1 日当たりの班数 ※2 過去の復旧事例などから経験的に所要日数を推定 

 

表-5 積算に基づく各構造種別の復旧日数の評価結果（単位：日） 

損傷 
レベル 

RC 橋脚 
1 層式 

ラーメン 
2 層式 

ラーメン 
橋台 擁壁 

開削 
ﾄﾝﾈﾙ 

シールド

トンネル 
山岳 
ﾄﾝﾈﾙ 

盛土 

損傷形態 曲げ破壊 欠損 残留変形 

損傷箇所 柱 基礎 柱 基礎 
柱， 
中層梁 

く体 く体 
中間

柱 
セグ 

メント 
覆工 盛土本体 

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
2 8 6 8 7 11 6 7 8 7 8 4 
3 21 26 22 31 32 26 25 16 18 11 5 
4 26 26 25 32 30 29 25 12 19 15 15 
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メンの復旧日数の方が全体的に長くなっている．こ

れは2層式ラーメン高架橋では中層梁の損傷を考慮

していることと，全体的に柱高さが高く，施工範囲

が広くなること等が理由として考えられる． 

ただし，損傷レベル3と4の復旧日数は同程度か，

損傷レベル4の復旧日数の方が短くなる構造種別が

散見される．この理由として，損傷レベル4はほぼ

全面的な作り替えとなるために作業量は多くなるも

のの，既設の部材に作業が阻害されないため，作業

効率が高いためである． 

以上のように，統一的な条件で構造種別，損傷部

位，損傷形態，損傷レベルにおける復旧日数が算定

できた． 

 

4. 積算に基づく復旧日数評価の妥当性確認 

 

本章では積算による復旧日数の評価結果と復旧事

例を比較することにより，積算による復旧日数の評

価の妥当性を検証する． 

構造種別ごとの事例と積算による復旧日数の比較

を図-2に示す．図中では，表-2に示した損傷レベル

ごとの復旧日数の平均と，平均±標準偏差(σ)となる

日数も併せて示している．なお，一部の構造種別の

損傷レベルでは事例が収集できなかったものがある

が，このようなケースではプロットを省略している． 

図-2(a)のRC橋脚（柱損傷）の損傷レベル3，図-

2(b)のラーメン高架橋（柱損傷）の損傷レベル1～3，

図-2(d)の擁壁の損傷レベル3などは，積算による評

価結果は概ね事例の平均±標準偏差(σ)の範囲内に収

まっていることがわかる．このことから，積算によ

る評価結果は，概ね復旧作業の実態に即したものと

なっていると考えられる．ただし，一部の構造物，

損傷レベルで事例と積算結果に乖離が見られる部分

がある．その理由について，以下で考察する． 

図-2(a)，(b)のRC橋脚，ラーメン高架橋（柱損

傷）について，損傷レベル4では事例と積算の間で

乖離が見られ，積算が事例を過小評価している．こ

れは，積算では曲げ破壊の場合の復旧日数を評価し

たのに対し，事例はせん断破壊であり，損傷形態が

異なるためである．調査した事例では柱部材のせん

断破壊に伴い，構造全体系が崩壊しており，柱のみ

ならず橋梁，高架橋全体の作り替えに近い状況とな

ったため，復旧日数が長くなっている．  

図-2(d)の擁壁については，損傷レベル4の積算に
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(a) RC 橋脚，柱損傷 (b) ラーメン高架橋，柱損傷 (c) 橋台 
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(d) 擁壁 (e) 山岳トンネル (f) 盛土 

図-2 積算と事例の復旧日数の比較 
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よる復旧日数が事例と比較して短くなっている．こ

の理由として，積算では擁壁本体と擁壁周囲の盛土

の再構築を想定しているのに対し，事例では擁壁本

体に加えて盛土が全体的に崩壊しており，ほぼ全断

面の盛土の再構築が必要となったことが挙げられる． 

図-2(e)の山岳トンネルについては，全体的に積

算による復旧日数が事例よりも短くなっている．こ

れは，積算ではトンネル覆工の欠損に対する修復に

要する日数を評価しているが，事例ではこれに加え

て，軌道面の損傷による資機材の搬入困難や，坑口

部分の損傷に対する修復等も必要となるためである． 

ここで，開削トンネル，シールドトンネルについ

ては，積算と同じ損傷形態となる事例が存在しない

ため，積算との比較，検証を行っていないが，山岳

トンネルと同様に今回着目した損傷部位以外の工種

を考慮する必要がある可能性がある．このようにト

ンネル構造物については，工種の見直しによって積

算結果の信頼性が向上する余地があることが示唆さ

れた． 

 

5. まとめ 

 

本稿では，近年の地震を受けて重要性が増しつつ

ある地震後の鉄道の早期運転再開の実現に資する検

討として，構造種別，損傷レベルに応じた地震後の

復旧日数を統一的に評価した．本稿の検討により得

られた成果は以下の通りである． 

・過去の地震における復旧事例を調査し，それらの

復旧に要した日数を構造種別，損傷レベルごとに

整理した． 

・構造種別，損傷部位，損傷形態，損傷レベルごと

に，復旧に必要と思われる工種を整理し，それら

に要する人工や所要日数を積算することにより復

旧日数を評価した．これにより，既往の地震によ

って被害が発生していないような構造種別，損傷

レベルについても，復旧日数の評価を可能とした． 

・事例が存在する構造種別，損傷レベルを対象に，

積算による復旧日数と復旧事例の日数を比較する

と，概ね近い日数となっており，本稿で評価した

積算に基づく復旧日数の妥当性が検証された． 

ただし，一部で事例と積算で乖離がみられるよう

なケースも存在しており，このようなケースでは復

旧時の工種や積算数量を見直す余地が残されている．

また，本稿の評価結果は一般的な構造物や周辺環境

の条件を想定したものであるため，特殊な構造物や

周辺環境の場合についても同様に復旧日数の評価を

行う必要がある．これらについては今後の課題とし

て引き続き取り組む予定である． 
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